様式第１号（第４条関係）
○○年度鳥取県「県民立美術館」実現に向けた地域ネットワーク形成支援事業計画書
（団体名：　　　　　　　　　　　）

	区　　分
	内　　　　　　　　容

	１．事業の名称
	（事業内容を端的に表してください。）



	２．事業の目的
	（事業実施することで実現しようとすることを記入してください。）



	３．実施体制
	（事業を効果的に実施するために、誰が事業を実施するか、どのような関係者と連携を行うかを記入してください。既に組織図等がある場合は添付いただき、「別添のとおり」と記入していただいても構いません。）



	４．事業内容
	（「いつ、誰を対象に、どこで、何をどのように」実施するのかが明確に分かるように記入してください。実施される内容がわかるように、具体的に記載してください。事業計画書や既存資料がある場合は、この欄には重要な部分のみをご記入いただき、「別添資料参照」と記載して、関係書類を添付いただいても構いません。）



	５．公益性
	（本事業が地域や社会に与える影響や効果について記入してください。「○○することで、○○や○○といった人たち（○人程度）に、○○という効果が与えられる」のように「どのように」「誰に」「どのくらい」等を組み合わせて記載してください。活動が申請者や一部の者の利益でないことを確認するのが目的です。）


	６．計画の実現性
	（十分な体制のもと取組を主体的に行い、計画を実現することがわかるように記入してください。「○○の実現に当たっては○○と○○が協力し、十分な人数が確保できている」のように、「どのように」「誰が」等を組み合わせて記載してください。）


	７．他の補助金等の活用
	（本事業において活用する予定の他の補助金、助成金等があれば、その名称及び助成元の団体名を記載してください。県の補助金の重複利用を確認するのが主な目的ですが、県の補助金以外であっても想定している範囲で記載してください。）



	８．関係法令の遵守
	関係法令の遵守について確認の上、☑を入れてください。

□　事業の実施に係る関係法令等を十分に認識の上、遵守します。



	９．消費税の取扱い
	□ 一般課税事業者　　　 　□ 簡易課税事業者　　　□ 免税事業者




※上記の内容が記載されていれば、様式は別様で構いません。

（添付資料）
・団体規約（規約がない場合は、団体の活動目的、活動概要がわかるチラシ・パンフレット、年間

計画等）
・構成員名簿（主要な構成員(10 名以内)の氏名及び事業において果たす役割に係るもの）

・その他申請事業の参考となる資料
	担当者連絡先
	（申請書の内容についての問い合わせや相談に対応いただける方のお名前と、平日・日中に連絡がとれる連絡先を記入してください。必ずしも代表の方とする必要はありません。）

	住　　所
	〒



	団 体 名
	

	担当者名


	

	連 絡 先
	電話：　　　　　　　　　　　ﾌｧｸｼﾐﾘ：

E-mail：





様式第２号（第４条関係）
○○年度鳥取県「県民立美術館」実現に向けた地域ネットワーク形成支援事業収支予算書
（団体名：　　　　　　　　　　　）

収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	積算内訳

	県補助金
	
	

	自己資金
	
	

	参加費　①

(入場料、出展料等)
	
	

	その他の収入　②

 民間･市町村助成金、

販売収入等
	
	

	合　　計
	
	


支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	積算内訳

	補助対象経費


	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	補助対象経費 計 ③
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	補助対象外経費 計
	
	

	合　　計
	
	


※算定基準額　＝　補助対象経費③－（参加費①＋その他の収入②）

	　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　

円

様式第３号（第５条関係）

第　　　　　　　号　
年　　　月　　　日　
　○○　○○　様
鳥取県知事　平井 伸治　　　　　　　印
○○年度鳥取県「県民立美術館」実現に向けた地域ネットワーク形成支援補助金交付決定通知書
　　　年　　月　　日付の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県「県民立美術館」実現に向けた地域ネットワーク形成支援補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和平成３２年４月鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。
記
１　対象事業
　本補助金の対象事業は、「○○○○事業」とし、その内容は、・・・・・・・・・とする。
２  交付決定額等
　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、対象事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。
　　(1) 算定基準額　　　　　金          円
　　(2) 交付決定額        　金          円
３  経費の配分
　本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、・・・・・・・・・・・・・とする。ただし、対象事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。
４  交付額の確定
　本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、鳥取県「県民立美術館」実現に向けた地域ネットワーク形成支援補助金交付要綱（平成31年４月19日付第201900017246号教育長通知。以下「要綱」という。）第３条第２項及び第５条第３項の規定を適用して算定した額と、前記２の(２)の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。
５  補助規程の遵守
　本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則及び要綱の規定に従わなければならない。

様式第４号（第７条関係）

○○年度年度鳥取県「県民立美術館」実現に向けた地域ネットワーク形成支援事業報告書
（団体名：　　　　　　　　　　　）

	区　　分
	内　　　　　　　　容

	１．事業の名称
	

	２．事業の目的
	（事業実施した目的を記入してください。申請時の事業目的と変更がなければ申請時の内容でも構いません。）



	３．実施体制
	（事業実施に関して誰が事業を実施したか、どのような関係者と連携を行ったかを記入してください。）



	５．事業結果
	（補助金を受けて実施した事業の内容（①実施日、②参加人数、③開催場所、④事業概要などを記入）を明確に記入してください。申請時から、時期や会場が変更となっていても、事業が適切に行われていれば支障はありません。事業実施に関する既存資料がある場合は、この欄には重要な部分のみをご記入いただき、「別添資料参照」と記入して、関係書類を添付いただいても構いません。）


	６．事業成果
	（事業実施により得られた成果や課題、今後の展開などについて記入してください。「地域の○○という課題のために、○○事業を行った。そうすると○○のような効果が出て、地域が○○となった」のように「何を」「なぜ」「どのように」等を組み合わせて記入してください。）



	７．他の補助金等の活用
	（本事業において活用した他の補助金、助成金等があれば補助金等の名称、金額、対象となった事業内容を記入してください。）


	８．消費税の取扱い
	□ 一般課税事業者　　　□ 簡易課税事業者　　　□ 免税事業者

※課税事業者は、実績報告後、確定申告により仕入控除税額が確定し、その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）を超えるときは、消費税等仕入控除税額確定報告書（様式第６号）を提出してください。仕入控除税額と実績報告控除税額に差額が生じている場合は返還していただく必要があります。


※上記の内容が記載されていれば、様式は別様で構いません。

（添付資料）

・事業実施状況の分かるもの（事業で作成した資料、チラシ、パンフレット、写真等）
・事業の収入・支出実績が確認できる領収書（費目毎に整理してください。）
	担当者連絡先
	（申請書の内容についての問い合わせや相談に対応いただける方のお名前と、平日・日中に連絡がとれる連絡先を記入してください。必ずしも代表の方とする必要はありません。）

	住　　所
	〒



	団 体 名
	

	担当者名


	

	連 絡 先
	電話：　　　　　　　　　　ﾌｧｸｼﾐﾘ：

E-mail：




様式第５号（第７条関係）
○○年度鳥取県「県民立美術館」実現に向けた地域ネットワーク形成支援事業収支決算書
（団体名：　　　　　　　　　　　）

　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	決算額
	積算内訳

	県補助金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	参加費　①

(入場料、出展料等)
	
	
	

	その他の収入　②

 民間･市町村助成金、

販売収入等
	
	
	

	合　　計
	
	
	


支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	決算額
	積算内訳

	補助対象経費


	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	補助対象経費 計 ③
	
	
	

	補助対象外経費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	補助対象外経費 計
	
	
	

	合　　計
	
	
	


※算定基準額　＝　補助対象経費③決算額－（参加費①決算額＋その他の収入②決算額）

	　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝

円  

様式第６号（第７条関係）
年　　月　　日

　鳥取県知事　平井 伸治　様
住所　　　　　　　　　　　　　

申請者　氏名　　　　　　　　　　　　印

(団体にあっては、名称及び代表者の氏名)

                                      　　　　　

年度鳥取県「県民立美術館」実現に向けた地域ネットワーク形成支援事業仕入控除税額確定報告書
　鳥取県「県民立美術館」実現に向けた地域ネットワーク形成支援事業補助金交付要綱第７条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　補助金の確定額及び補助対象経費の額
  　（１）補助金の確定額　　　　　 　　　　 　金      　　　    円

  　（２）補助対象経費の額　　　　　　　　　　金        　　　  円

  　　　　（　　年　　月　　日付第　　　　号による通知額）

２  実績報告控除税額

　　　（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、交付決定控除税額）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　          金       　　　   円

３  消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入控除税額

  　　　　　　　　　　　　　　　　　          金      　　　    円

４  補助金返還相当額（３－２＞０の場合）

                 　 　　 １の（１）

　    　（３－２）　×　　　　　　　　　      金         　　　 円                　

　　　　　　　　　       １の（２）

（注）別紙として積算の内訳を添付すること。
